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1.  平成21年3月期第1四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第1四半期 7,578 ― 175 ― 230 ― 141 ―

20年3月期第1四半期 8,238 19.5 251 △6.1 336 35.7 190 36.1

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第1四半期 14.01 14.00
20年3月期第1四半期 19.13 18.85

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第1四半期 19,266 13,622 70.6 1,345.35
20年3月期 19,540 13,632 69.7 1,346.81

（参考） 自己資本   21年3月期第1四半期  13,605百万円 20年3月期  13,620百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 14.00 ― 14.00 28.00
21年3月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― 14.00 ― 14.00 28.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 16,360 △2.0 540 △7.0 500 △22.7 280 1,028.1 27.69
通期 33,300 1.1 1,420 22.7 1,340 10.7 770 220.8 76.14

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧下さい。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧下さい。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14
号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 
・上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、様々な要因により、
上記予想数値と大きく異なる可能性があります。  

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第1四半期  10,138,800株 20年3月期  10,138,800株

② 期末自己株式数 21年3月期第1四半期  25,916株 20年3月期  25,716株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第1四半期  10,113,031株 20年3月期第1四半期  9,950,392株



定性的情報・財務諸表等 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、原油・原材料価格の高騰などによる企業収益の減少や、サブプ

ライムローン問題を背景とする米国の景気停滞の影響を受け、景気は減速傾向が強まってきました。 

 当社グループ事業の市場環境は引き続き競争激化の状況にありますが、「安全・安心・快適」な社会の実現に向

け、「ビジネスセキュリティ」を事業コンセプトとして、先進的かつ独自性の高いソリューションで、成長性と収益

性を両立すべく事業を推進してまいりました。また、ＣＳＲ(企業の社会的責任)経営の一環として、「ＩＳＯ１４０

０１」(環境マネジメントシステム)、「ＩＳＯ９００１」(品質マネジメントシステム)の実践に加え、引き続き情報

セキュリティマネジメントシステムの整備に取組むなど、より質の高い企業運営を目指してまいりました。 

 このような状況のなか、当第１四半期連結会計期間の経営成績は、システム機器事業のセキュリティ商品類を中心

に受注残高は大幅に増加しましたが、販売面では、システム機器事業、デバイス事業とも、それぞれ主力のセキュリ

ティ商品類、電子商品類が振るわず、売上高は前年同期比６億59百万円(8.0％)減の75億78百万円となりました。 

 損益につきましては、営業利益１億75百万円、経常利益２億30百万円、四半期純利益１億41百万円となりました。

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（システム機器事業） 

 システム機器事業の売上高は前年同期比6.8％減の17億68百万円、営業利益は81百万円となりました。 

 セキュリティ商品類は、ホームセンターへの商品監視システムの販売や、工場施設への入退室管理システムの納

入が好調に推移したものの、ＧＭＳ(総合スーパーマーケット)市場において前年のような大型案件が見られなかっ

たことなどから、売上高は前年同期比14.1％減の13億81百万円となりました。 

 メーリング商品類は、メールインサーティング・システムの大手顧客深耕に加え、セキュリティ機能付き高速イ

ンクジェットプリンターの販売が奏功し、売上高は前年同期比10.5％増の２億５百万円となりました。 

 その他商品類においては、「ＲＦＩＤ図書館システム」が公立図書館に採用されたことを主因に、売上高は前年

同期比77百万円増の81百万円となりました。 

（デバイス事業） 

 デバイス事業の売上高は前年同期比9.6％減の53億16百万円、営業利益は２億46百万円となりました。 

 電子商品類は、無線ＬＡＮ向けなどの半導体の販売が好調に推移したものの、大手顧客へのモバイル液晶向け半

導体の販売が大きく減少したことから、売上高は前年同期比10.8％減の42億10百万円となりました。 

 産機商品類は、中国向けＡＴＭ（現金自動預け払い機)用機構部品の販売が好調に推移したものの、半導体製造装

置やサーバーラック向けなどの機構部品の販売が低迷した結果、売上高は前年同期比4.9％減の11億６百万円となり

ました。 

（カストマ・サービス事業） 

 システム機器事業のメールインサーティング・システムや入退室管理システムの納入が増加し、売上高は前年同

期比7.2％増の４億93百万円、営業利益は49百万円となりました。  

  



２．連結財政状態に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比べ２億74百万円減少し、192億66百万円と

なりました。これは、商品が５億91百万円増加した一方で、売掛金が７億20百万円減少したことによるものです。他

方、負債は前連結会計年度末と比べ２億64百万円減少し、56億43百万円となりました。この主な要因は未払法人税等

が２億13百万円減少したことによるものです。純資産は、136億22百万円となり、自己資本比率は70.6％となりまし

た。 

（キャッシュ・フローの状況） 

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比べ８億14百万円（24.9％）減

少し、24億60百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、６億85百万円のマイナスとなりました。これは、税金等調整前四半期純利

益２億33百万円があった一方で、売上債権の増加１億７百万円、たな卸資産の増加５億99百万円、法人税等の支払２

億35百万円があったことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、75百万円のプラスとなりました。これは、有形固定資産の取得が12百万円

あった一方で、国債の償還が１億円あったことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、１億42百万円のマイナスとなりました。これは、配当金の支払が１億41百

万円あったことによるものです。   

  

  

３．連結業績予想に関する定性的情報 

 第２四半期連結累計期間及び通期の連結業績予想につきましては、平成20年５月８日公表の「平成20年３月期決算

短信」に記載のとおりであり、業績予想は修正しておりません。 

  

  

４．その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

該当事項はありません。   

  

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

①たな卸資産の評価方法 

当第１四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、前連結会計年度末の実

地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見

積もり、簿価切下げを行う方法によっております。 

②法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法

によっております。 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の

発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によっております。  

  



  

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財

務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

②重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

たな卸資産 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、当社は移動平均法による原価法、連結子会社は

主として総平均法による原価法によっておりましたが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、当社は移動平均法

による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、連結子会社は主とし

て総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定

しております。 

 なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。  

③リース取引に関する会計基準の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができる

ことになったことに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に

係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償

却方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前のリース取引で、これらの会計基準等に基づき所有

権移転外ファイナンス・リース取引と判定されたものについては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。  

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 

④「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。 

 なお、これによる損益に与える影響はありません。 

  



５．四半期連結財務諸表 

（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

 

 
当第１四半期連結会計期間末

（平成20年６月30日） 

前連結会計年度に係る
要約連結貸借対照表 
（平成20年３月31日） 

資産の部           

流動資産        

現金及び預金 2,460 3,275 

受取手形及び売掛金 8,671 8,595 

有価証券 130 100 

商品 4,991 4,399 

その他 494 532 

貸倒引当金  △8 △7

流動資産合計  16,738 16,894 

固定資産           

有形固定資産 689 689 

無形固定資産 59 54 

投資その他の資産           

投資有価証券 920 1,025 

その他 861 928 

貸倒引当金 △3 △51

 投資その他の資産合計 1,778 1,902 

 固定資産合計 2,527 2,646 

資産合計 19,266 19,540 



 

 

  

 
当第１四半期連結会計期間末

（平成20年６月30日） 

前連結会計年度に係る
要約連結貸借対照表 
（平成20年３月31日） 

負債の部           

流動負債      

支払手形及び買掛金 3,785 3,844 

未払法人税等 33 246 

賞与引当金 191 358 

役員賞与引当金 9 18 

その他 664 487 

流動負債合計  4,684 4,956 

固定負債           

退職給付引当金 681 673 

役員退職慰労引当金 9 25 

その他 268 252 

固定負債合計 959 951 

負債合計 5,643 5,907 

純資産の部           

株主資本            

資本金  1,193 1,193 

資本剰余金  1,155 1,155 

利益剰余金 11,299 11,299 

自己株式 △18 △17

株主資本合計 13,629 13,630 

評価・換算差額等           

その他有価証券評価差額金 6 △7

為替換算調整勘定 △31 △2

評価・換算差額等合計 △24 △9

新株予約権 16 12 

純資産合計 13,622 13,632 

負債純資産合計 19,266 19,540 



（２）四半期連結損益計算書 

【第１四半期連結累計期間】 

                                （単位：百万円） 

   

  

当第１四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

売上高 7,578 

売上原価 6,128 

売上総利益 1,449 

販売費及び一般管理費 1,274 

営業利益 175 

営業外収益   

受取利息 1 

受取配当金 7 

為替差益 49 

その他 3 

営業外収益合計 61 

営業外費用   

支払利息 0 

創立費償却 2 

その他 2 

営業外費用合計 6 

経常利益 230 

特別利益   

貸倒引当金戻入額  3 

移転補償金  2 

特別利益合計  5 

特別損失   

固定資産除却損  2 

特別損失合計  2 

税金等調整前四半期純利益 233 

法人税、住民税及び事業税 25 

法人税等調整額 66 

法人税等合計 92 

四半期純利益 141 



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

          （単位：百万円）  

当第１四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 233 

減価償却費 23 

受取利息及び受取配当金 △8

支払利息 0 

賞与引当金の増減額（△は減少） △167

貸倒引当金の増減額（△は減少） △47

退職給付引当金の増減額（△は減少） △8

売上債権の増減額（△は増加） △107

たな卸資産の増減額（△は増加） △599

仕入債務の増減額（△は減少） 71 

その他 142 

小計 △465

利息及び配当金の受取額 9 

利息の支払額 △0

法人税等の支払額 △235

その他の収入 6 

営業活動によるキャッシュ・フロー △685

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △12

有価証券の償還による収入 100 

投資有価証券の取得による支出 △2

無形固定資産の取得による支出 △9

その他 0 

投資活動によるキャッシュ・フロー 75 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式取得による支出 △0

配当金の支払額 △141

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △142

現金及び現金同等物に係る換算差額 △62

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △814

現金及び現金同等物の期首残高 3,275 

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,460 



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記 

 該当事項はありません。 

  

（５）セグメント情報 

【事業の種類別セグメント情報】  

 当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品及びサービス 

(1) システム機器事業……………商品監視システム、映像監視システム、入退室管理システム、ＷＡＮ関連

機器、ネットワークセキュリティ関連、メールインサーティング・シス

テム、インクジェットイメージング・システム及び封入封緘運用総合管

理システム、ＲＦＩＤ図書館システム、ソフトウェア 

(2) デバイス事業…………………リニアＩＣ、ロジックＩＣ、メモリーＩＣ、パワーＩＣ等の汎用ＩＣ、通

信用ＩＣ、インターフェイス用ＩＣ、ＡＳＩＣ、光通信用コンポーネン

ト、スライドレール、ガススプリング、昇降システム等の安全・省力化

機構部品 

(3) カストマ・サービス事業……システム機器事業商品類に関する据付及び保守、システム設計、システム

運用受託等サービス 

  

  
システム機器

事業 
（百万円） 

  
デバイス事業
（百万円） 

  

カストマ・サ
ービス事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売

上高 
1,768 5,316 493 7,578 － 7,578 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － － 

計 1,768 5,316 493 7,578 － 7,578 

営業利益 81 246 49 376 △201 175 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 該当事項はありません。 

  



「参考資料」 

前四半期に係る財務諸表等 

（１）（要約）四半期連結損益計算書 

前第１四半期連結累計期間（平成19年４月１日～６月30日） 

 （単位：百万円） 

  

  

  

  

  

科目

前年同四半期
（平成20年３月期 
第１四半期） 

金額

Ⅰ 売上高 8,238 

Ⅱ 売上原価 6,796 

売上総利益 1,442 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,190 

営業利益 251 

       

Ⅳ 営業外収益 86 

受取利息及び受取配当金 8 

その他営業外収益 78 

       

Ⅴ 営業外費用 2 

支払利息 0 

その他営業外費用 1 

経常利益 336 

    

Ⅵ 特別利益 0 

       

Ⅶ 特別損失 －

税金等調整前四半期純利益  337 

法人税等  147 

四半期純利益 190 



（２）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

 前第１四半期連結累計期間（平成19年４月１日～６月30日） 

（単位：百万円） 

  
前年同四半期

（平成20年３月期 
第１四半期） 

区分 金額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１．税金等調整前四半期純利益 337 

２．減価償却費 18 

３．受取利息及び受取配当金 △8

４．支払利息  0 

５．賞与引当金の増減額（減少：△） △125

６．退職給付引当金の増減額（減少：△） △185

７．売上債権の増減額（増加：△） 534 

８．たな卸資産の増減額（増加：△） △395

９．仕入債務の増減額（減少：△） △104

10．その他 208 

小計 278 

11．利息及び配当金の受取額 9 

12．利息の支払額 △0

13．法人税等の支払額 △392

営業活動によるキャッシュ・フロー △105

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１．有形固定資産の取得による支出 △9

２．有価証券の売却・償還による収入 100 

３．投資有価証券の取得による支出 △73

４．無形固定資産の取得による支出 △0

５．その他 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー 16 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１．短期借入金純増減額 180 

２．配当金の支払額 △139

３．株式の発行による収入 11 

４．自己株式取得による支出 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 51 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △7

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（又は減少
額） 

△45

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,537 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 2,491 



（３）セグメント情報  

  事業の種類別セグメント情報  

 前第１四半期連結累計期間（平成19年４月１日～６月30日） 

  

  
システム機器

事業 
（百万円） 

デバイス事業
（百万円） 

カストマ・サ
ービス事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売

上高 
1,896 5,881 460 8,238 － 8,238 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － － 

計 1,896 5,881 460 8,238 － 8,238 

営業利益 63 298 62 424 △172 251 



  

６．その他の情報 

（１）受注及び販売の状況 

①受注実績  

（単位：百万円）

 （注）商品販売時に付随する技術サービスに関して、受注高はシステム機器事業で計上しておりますが、売上

時にカストマ・サービス事業に振り替えております。 

  

②販売実績  

（単位：百万円）

  

区 分 

  

 前四半期 

 （平成20年３月期 

第１四半期） 

 当四半期 

 （平成21年３月期 

第１四半期） 

 （参考）前期 

 平成20年３月期 

 受注高  受注残高  受注高 受注残高  受注高 受注残高 

 システム機器事業 2,345 1,085 2,462 1,525 8,877   998 

 デバイス事業 5,832 2,942 5,560 2,539 22,319 2,296 

 カストマ・サービス事業   465   454 473 502 1,314   355 

 計 8,643 4,482 8,496 4,567 32,510 3,649 

  

区 分 

  

 前四半期 

 （平成20年３月期 

第１四半期） 

 当四半期 

 （平成21年３月期 

第１四半期） 

 （参考）前期 

 平成20年３月期 

  セキュリティ商品類 1,607 1,381  6,234 

  情報ネットワーク商品類 99 99  408 

  メーリング商品類 185 205  1,280 

  その他商品類 4 81  35 

  システム機器事業計 1,896 1,768  7,958 

  電子商品類 4,718 4,210  18,540 

  産機商品類 1,163 1,106  4,474 

  デバイス事業計 5,881 5,316  23,014 

  カストマ・サービス事業 460 493  1,965 

   計 8,238  7,578  32,938 
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